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対象となる地域の範囲及

び漁業の種類 

兵庫県明石市二見町東二見（東二見漁協の地区） 
ノリ養殖漁業43名、小型底曳網漁業60名、五智網漁業44名 
タコツボ漁業44名、船曳網漁業5名、ひきなわ漁業21名（兼業

含む） 
漁業者計109名 
（出典：業務報告書（令和５年１２月３１日現在）） 

 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

 本地域は、兵庫県南東部の東播磨地域に位置し、市内西部に位置する歴史のあるまちであ

る。また、地先の播磨灘には、明石海峡の激しい潮流によって、「鹿ノ瀬」と呼ばれる広大

な浅瀬が広がり、日本有数の豊かな漁場を形成している。これらの豊かな漁場の恩恵を受

け、四季折々に様々な魚介類が水揚げされるが、なかでも｢明石鯛｣や｢明石二見だこ｣は知名

度も高い。大阪、神戸が商圏内にあり、生産地と大消費地が近くにあることも一つの特徴で

ある。 

 漁業種別としては、漁船漁業とノリ養殖業が主である。漁船漁業では、小型底曳網漁業が

中心で、主な漁獲物はマダコであるが、直近２年において水揚げが激減しているため、網を

変え、資源量が増加傾向にあるマダイをねらい五智網漁業を営む者が多い。水揚げされる魚

介類の流通については、組合の市場で水揚げしたものは複数の取引業者を通じて販売する

か、漁業者自身が市の公設市場などへの出荷を行っている。魚介類の単価をみると、マダコ

等を除き、総じて下落傾向にある。全国的な魚離れからの消費の減退、量販店主導による価

格設定、産地仲買人の取扱量の減少など、様々な要因によって産地における魚価の低落を加

速化させている。さらに、消費者が魚の名前も分からない、食べ方も知らない等、魚食文化

自体の劣化といった実態も浮かび上がっている。 

また、ノリ養殖業が盛んで、地域内で生産されるノリは「明石ノリ」として流通するもの

もあるが、その多くは業務用として流通しているため、市場での認知度はそれほど高くな

い。近年は栄養塩の低下などがあったものの、１人当たりの張込み枚数を増やし栄養塩が減

少する前に積極的に収穫することで水揚げを増加させている。しかし、漁船漁業、ノリ養殖

業ともに経営面では、新型コロナウイルス感染症の拡大やウクライナ問題等の影響を受け、

漁業用資材及び燃料価格の高騰、高止まりにより漁業経費が増加しており、収益が減少傾向

にある。漁況や海況の変化受けやすく、労働条件にも恵まれない環境の中で設備の近代化な

どの工夫をしながら経営安定化を目指すものの、その実現が難しい状況にあって、漁業者の

高齢化（平均年齢59.2歳）や新規就労者の減少により後継者不足が進行している。 

 



（２）その他の関連する現状等 

明石市は“市民ニーズ”に応えたまちづくりを積極的に行っている。人口は9年連続増

加、にぎわいが増し税収が増え、さらなる市民サービスができるとうたっている。しかし、

足元では、水産物の需要減少などを背景として、明石市内にある明石市公設地方卸売市場で

水産卸売業務を行っていた２社の内１社が撤退し１社のみとなる等、水産業にとって厳しい

状況が続いている。 

 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

前期の漁業経営の基盤強化の取組の状況や環境・生態系の保全と漁場の管理への取組の成

果を踏まえ、燃油高騰対策や主要海藻養殖（ノリ）事業、漁場の管理や各魚種増殖に向けた

取組を強化するため、今期は以下の方針で取り組む。 

１ 漁業収入向上のための取組 

○漁業経営の基盤強化 

 ①ノリ生産量及び生産額の増大 

 効率的な操業体制の確立と、高品質な海苔の生産に向けて、各種勉強会に参加するととも

に、設備の近代化を推進する。 

② 意欲ある漁業者の育成 
  漁業人材育成支援事業を活用し漁業研修を終えた意欲ある組合員1名に対して水産業競争

力強化漁船導入緊急支援事業を活用し、漁業の効率化を図るほか、若手漁業者に対して、必

要な知識を得るための研修会等への参加機会を提供する。 
 ③魚価の向上 

 漁協は漁獲物の品質管理や売り先の分散、新しい販売先の開拓を通じて魚価の向上を目指

す。 
 
○環境・生態系の保全と漁場の管理 
 前期に実施した大型漁礁の設置、タイ・ヒラメ等種苗放流や子持ちダコ再放流、海底耕

耘、かいぼり等について、引き続き実施する。 

 

２ 漁業コスト削減のための取組 

○漁業経営の基盤強化 

 漁協は、引き続き漁業経営セーフティーネット構築事業の加入を推進する。また、漁業者

は省燃油に資する活動を積極的に行う。 

 

３ 漁村の活性化のための取組 

〇後継者の育成 

漁協及び漁業者は、高齢化した漁村の活力を回復するため、漁家の経営安定を図り、魅力

ある漁業経営を行うことにより若い担い手を呼び込み、地域が一体となって後継者を育成す

る。 

〇水産業を知ってもらう 

地元小学校への漁業の出前授業や、海苔の加工場見学等を通じて次世代の若者に地元の産

業である漁業への理解を深めてもらう。 

 

（３）資源管理に係る取組 

①操業隻数、期間等の規制遵守による資源へ与える負荷の抑制 

(漁業法、兵庫県漁業調整規則、瀬戸内海広域漁業調整委員会指示) 

②兵庫県知事が認定する資源管理協定に基づく自主的資源管理措置の実施による資源保護 

(小型底びき網漁業、船びき網漁業、五智網漁業) 

③共同漁業権行使規則に基づく制限の徹底による資源保護 

④持続的養殖生産確保法に基づくのり養殖漁場改善計画を策定し、張込柵数の制限を行 

い、持続的な養殖生産の確保を図る。 

 

（４）具体的な取組内容 

１年目（令和６年度） 所得向上率（基準年比）７．８％ 

漁業収入向上の

ための取組 

○漁業経営の基盤強化 
① ノリ生産量及び生産額の増大 
 ノリ養殖業者１協業体は、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

を活用し、ノリ高性能刈取船導入の検討を進める。 
 漁協は水産業競争力強化緊急施設整備事業を活用し、ノリ種網冷蔵

庫を導入する。 
 漁協は『薫黒』ブランドで引続き味付けノリ、焼きノリなどの商品



を販売するとともに、新商品の開発についても模索する。 
 買い手（商社）のニーズや要望を受け入れ、ノリ養殖網の設置水

位、加工時のミンチや製品重量に反映させ、生産者に周知徹底する

他、各種勉強会に参加し有益な情報を取り入れ、東二見のノリの品

質を向上させる。 
② 意欲ある漁業者の育成 
 漁業人材育成支援事業を活用し漁業研修を終えた組合員1名は、水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業を活用し、漁獲物の積載容量を

増やした漁船を導入する。 
 水産技術センターが主催する研究発表会など、漁業の技術向上に繋

がる知識を得るための研修会等への参加機会を提供する。 
③ 魚価の向上 
 漁協は鯛等について適切な温度管理の下、活け出の出荷量を増大さ

せるために、冷水機を導入する。 
 漁協は集荷物の売り先を分散させるとともに出荷直前に締めること

で魚価の向上を図る。 
 漁協は新たな売り先を獲得し、価格競争力を向上させる。 

○環境・生態系の保全と漁場の管理 
① 明石市、淡路市と地元8カ漁協が連携して大型魚礁を２基、鹿之瀬海

域に設置する。 
② 水産多面的機能発揮対策事業などの公的支援制度の活用により浅場

環境の保全を図る。 
③ 漁協及び漁業者は、将来的な漁獲量の増大を目的として、市と協力

してマコガレイ、ヒラメ、マダイ、キジハタ、メバル等の種苗放

流、産卵用タコツボの放流、子持ちダコの再放流を行う。 
④ 海底に落ちている疑似餌などのプラスチックを含むゴミを積極的に

回収し、海底の環境保全に努めるとともに、これらのゴミが発生し

ないための対策について検討する。 
 

漁業コスト削減

のための取組 

○漁業経営の基盤強化 
 漁協は、新規就業者等に対し、漁業経営セーフティーネット構築事

業の加入を推進する。 
 漁業者は、燃油消費量を減らすための活動として、漁船の燃費向上

のための船底清掃、減速航行に継続的に取り組む。また、漁協は漁

業者の機関換装時に省エネ機器の導入を推進する。 
 漁協は定期的に顧問税理士による経営相談を行い、経費支出の分析

による安定経営に向けての指導・助言を行う。 

漁村の活性化の

ための取組 

〇後継者の育成 
 漁協及び漁業者は、漁家の経営安定を図るために何が必要か話合い

を行う。 

 地域が一体となって後継者を育成するために何をすべきか話合いを

行う。 

 漁協及び漁業者は、漁業就業フェアー等を利用し、希望者を募ると

ともに、経営体育成総合支援事業を活用し、新規就業者の確保を図

る。 

〇水産業を知ってもらう 
地元小学校への漁業の出前授業や、海苔の加工場見学等を実施する。 

活用する支援措

置等 

水産業競争力強化緊急施設整備事業、競争力強化型機器等導入緊急対策事

業、漁業経営セーフティーネット構築事業、水産多面的機能発揮対策事

業、経営体育成総合支援事業、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 
 

 

 



２年目（令和７年度） 所得向上率（基準年比）９．３％ 

漁業収入向上の

ための取組 

○漁業経営の基盤強化 
① ノリ生産量及び生産額の増大 
 ノリ養殖業者１協業体は、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

を活用し、ノリ高性能刈取船を導入する。 
 のり養殖業者は導入したノリ種網冷蔵庫を活用し、張込枚数の増加

により生産枚数の増加を図る。 
 漁協は『薫黒』ブランドで引続き味付けノリ、焼きノリなどの商品

を販売するとともに、新商品を開発する。 
 買い手（商社）のニーズや要望を受け入れ、ノリ養殖網の設置水

位、加工時のミンチや製品重量に反映させ、生産者に周知徹底する

他、各種勉強会に参加し有益な情報を取り入れ東二見のノリの品質

を向上させる。 
② 意欲ある漁業者の育成 
 漁業人材育成支援事業を活用し漁業研修を終えた組合員1名は、水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業を活用して導入した漁船によ

り、漁獲物を高鮮度に維持できるほか、途中で市に漁獲物を掛ける

ことなく効率的に操業することができるようになる。 
 水産技術センターが主催する研究発表会など、漁業の技術向上に繋

がる知識を得るための研修会等への参加機会を提供する。 
③ 魚価の向上 
 漁協は鯛等について導入した冷水機を活用し高鮮度の出荷を行う。 
 漁協は集荷物の売り先を分散させるとともに出荷直前に締めること

で魚価の向上を図る。 
 漁協は新たな売り先を獲得し、価格競争力を向上させる。 

○環境・生態系の保全と漁場の管理 
① 明石市、淡路市と地元8カ漁協が連携して大型魚礁を２基、鹿之瀬海

域に設置する。 
② 水産多面的機能発揮対策事業などの公的支援制度の活用により浅場

環境の保全を図る。 
③ 漁協及び漁業者は、将来的な漁獲量の増大を目的として、市と協力

してマコガレイ、ヒラメ、マダイ、キジハタ等の種苗放流の種苗放

流、産卵用タコツボの放流、子持ちダコの再放流を行う。 
④ 海底に落ちている疑似餌などのプラスチックを含むゴミを積極的に

回収し、海底の環境保全に努めるとともに、これらのゴミが発生し

ないための対策について検討する。 

漁業コスト削減

のための取組 

○漁業経営の基盤強化 
 漁協は、新規就業者等に対し、漁業経営セーフティーネット構築事

業の加入を推進する。 
 漁業者は、燃油消費量を減らすための活動として、漁船の燃費向上

のための船底清掃、減速航行に継続的に取り組む。また、漁協は漁

業者の機関換装時に省エネ機器の導入を推進する。 
 漁協は定期的に顧問税理士による経営相談を行い、経費支出の分析

による安定経営に向けての指導・助言を行う。 

漁村の活性化の

ための取組 

〇後継者の育成 
 漁協及び漁業者は、漁業就業フェアー等を利用し、希望者を募ると

ともに、経営体育成総合支援事業を活用し新規就業者の確保を図

る。 

〇水産業を知ってもらう 
地元小学校への漁業の出前授業や、海苔の加工場見学等を実施する。 

活用する支援措

置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業、漁業経営セーフティーネット構築

事業、水産多面的機能発揮対策事業、経営体育成総合支援事業、水産業競

争力強化漁船導入緊急支援事業 



３年目（令和８年度） 所得向上率（基準年比）１０．７％ 

漁業収入向上の

ための取組 

○漁業経営の基盤強化 
① ノリ生産量及び生産額の増大 
 ノリ養殖業者１協業体は、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

を活用して導入した積載能力を向上させたノリ高性能刈取船を使

い、最盛期でも漁場を何度も往復することなく効率的にノリの刈取

を行うことで、生産枚数が増加するとともに、残った時間を活用

し、酸処理作業を丁寧に行うことで、海苔の品質を向上させる。 
 のり養殖業者は導入したノリ種網冷蔵庫を活用し、張込枚数の増加

により生産枚数の増加を図る。 
 漁協は『薫黒』ブランドで引続き味付けノリ、焼きノリなどの商品

を販売するとともに、新たに開発した新商品の販売促進を行う。 
 買い手（商社）のニーズや要望を受け入れ、ノリ養殖網の設置水

位、加工時のミンチや製品重量に反映させ、生産者に周知徹底する

他、各種勉強会に参加し有益な情報を取り入れ東二見のノリの品質

を向上させる。 
② 意欲ある漁業者の育成と新規就業者の確保 
 漁業人材育成支援事業を活用し漁業研修を終えた組合員1名は、水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業を活用して導入した漁船によ

り、漁獲物を高鮮度に維持できるほか、途中で市に漁獲物を掛ける

ことなく効率的に操業することができるようになる。 
 水産技術センターが主催する研究発表会など、漁業の技術向上に繋

がる知識を得るための研修会等への参加機会を提供する。 
③ 魚価の向上 
 漁協は鯛等について導入した冷水機を活用し高鮮度の出荷を行う。 
 漁協は集荷物の売り先を分散させるとともに出荷直前に締めること

で魚価の向上を図る。 
 漁協は新たな売り先を獲得し、価格競争力を向上させる。 

○環境・生態系の保全と漁場の管理 
① 明石市、淡路市と地元8カ漁協が連携して大型魚礁を２基、鹿之瀬海

域に設置する。 
② 水産多面的機能発揮対策事業などの公的支援制度の活用により浅場

環境の保全を図る。 
③ 漁協及び漁業者は、将来的な漁獲量の増大を目的として、市と協力

してマコガレイ、ヒラメ、マダイ、キジハタ、メバル等の種苗放流

の種苗放流、産卵用タコツボの放流、子持ちダコの再放流を行う。 
④ 海底に落ちている疑似餌などのプラスチックを含むゴミを積極的に

回収し、海底の環境保全に努めるとともに、これらを削減できる施

策を実施する。 
 

漁業コスト削減

のための取組 

○漁業経営の基盤強化 
 漁協は、新規就業者等に対し、漁業経営セーフティーネット構築事

業の加入を推進する。 
 漁業者は、燃油消費量を減らすための活動として、漁船の燃費向上

のための船底清掃、減速航行に継続的に取り組む。また、漁協は漁

業者の機関換装時に省エネ機器の導入を推進する。 
 漁協は定期的に顧問税理士による経営相談を行い、経費支出の分析

による安定経営に向けての指導・助言を行う。 

漁村の活性化の

ための取組 

〇後継者の育成 
 漁協及び漁業者は、漁業就業フェアー等を利用し、希望者を募ると

ともに、経営体育成総合支援事業を活用し新規就業者の確保を図

る。 

〇水産業を知ってもらう 
地元小学校への漁業の出前授業や、海苔の加工場見学等を実施する。 



活用する支援措

置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業、漁業経営セーフティーネット構築

事業、水産多面的機能発揮対策事業、経営体育成総合支援事業、水産業競

争力強化漁船導入緊急支援事業 
 

４年目（令和９年度） 所得向上率（基準年比）１２．２％ 

漁業収入向上の

ための取組 

○漁業経営の基盤強化 
① ノリ生産量及び生産額の増大 
 のり養殖業者は導入したノリ種網冷蔵庫を活用し、張込枚数の増加

により生産枚数の増加を図る。 
 漁協は『薫黒』ブランドで引続き味付けノリ、焼きノリなどの商品

を販売するとともに、新たに開発した新商品の販売促進を行う。 
 買い手（商社）のニーズや要望を受け入れ、ノリ養殖網の設置水

位、加工時のミンチや製品重量に反映させ、生産者に周知徹底する

他、各種勉強会に参加し有益な情報を取り入れ東二見のノリの品質

を向上させる。 
② 意欲ある漁業者の育成と新規就業者の確保 
 漁業人材育成支援事業を活用し漁業研修を終えた組合員1名は、水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業を活用して導入した漁船によ

り、漁獲物を高鮮度に維持できるほか、途中で市に漁獲物を掛ける

ことなく効率的に操業することができるようになる。 
 水産技術センターが主催する研究発表会など、漁業の技術向上に繋

がる知識を得るための研修会等への参加機会を提供する。 
③ 魚価の向上 
 漁協は鯛等について導入した冷水機を活用し高鮮度の出荷を行う。 
 漁協は集荷物の売り先を分散させるとともに出荷直前に締めること

で魚価の向上を図る。 
 漁協は新たな売り先を獲得し、価格競争力を向上させる。 

○環境・生態系の保全と漁場の管理 
① 明石市、淡路市と地元8カ漁協が連携して大型魚礁を２基、鹿之瀬海

域に設置する。 
② 水産多面的機能発揮対策事業などの公的支援制度の活用により浅場

環境の保全を図る。 
③ 漁協及び漁業者は、将来的な漁獲量の増大を目的として、市と協力

してマコガレイ、ヒラメ、マダイ、キジハタ等の種苗放流の種苗放

流、産卵用タコツボの放流、子持ちダコの再放流を行う。 
⑤ 海底に落ちている疑似餌などのプラスチックを含むゴミを積極的に

回収し、海底の環境保全に努めるとともに、これらを削減できる施

策を実施する。 
 

漁業コスト削減

のための取組 

○漁業経営の基盤強化 
 漁協は、新規就業者等に対し、漁業経営セーフティーネット構築事

業の加入を推進する。 
 漁業者は、燃油消費量を減らすための活動として、漁船の燃費向上

のための船底清掃、減速航行に継続的に取り組む。また、漁協は漁

業者の機関換装時に省エネ機器の導入を推進する。 
 漁協は定期的に顧問税理士による経営相談を行い、経費支出の分析

による安定経営に向けての指導・助言を行う。 

漁村の活性化の

ための取組 

〇後継者の育成 
 漁協及び漁業者は、漁業就業フェアー等を利用し、希望者を募ると

ともに、経営体育成総合支援事業を活用し新規就業者の確保を図

る。 

〇水産業を知ってもらう 
地元小学校への漁業の出前授業や、海苔の加工場見学等を実施する。 



活用する支援措

置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業、漁業経営セーフティーネット構築

事業、水産多面的機能発揮対策事業、経営体育成総合支援事業、水産業競

争力強化漁船導入緊急支援事業 
 

５年目（令和１０年度） 所得向上率（基準年比）１３．７％ 

漁業収入向上の

ための取組 

○漁業経営の基盤強化 
① ノリ生産量及び生産額の増大 
 のり養殖業者は導入したノリ種網冷蔵庫を活用し、張込枚数の増加

により生産枚数の増加を図る。 
 漁協は『薫黒』ブランドで引続き味付けノリ、焼きノリなどの商品

を販売するとともに、新たに開発した新商品の販売促進を行う。 
 買い手（商社）のニーズや要望を受け入れ、ノリ養殖網の設置水

位、加工時のミンチや製品重量に反映させ、生産者に周知徹底する

他、各種勉強会に参加し有益な情報を取り入れ東二見のノリの品質

を向上させる。 
② 意欲ある漁業者の育成と新規就業者の確保 
 漁業人材育成支援事業を活用し漁業研修を終えた組合員1名は、水産

業競争力強化漁船導入緊急支援事業を活用して導入した漁船によ

り、漁獲物を高鮮度に維持できるほか、途中で市に漁獲物を掛ける

ことなく効率的に操業することができるようになる。 
 水産技術センターが主催する研究発表会など、漁業の技術向上に繋

がる知識を得るための研修会等への参加機会を提供する。 
③ 魚価の向上 
 漁協は鯛等について導入した冷水機を活用し高鮮度の出荷を行う。 
 漁協は集荷物の売り先を分散させるとともに出荷直前に締めること

で魚価の向上を図る。 
 漁協は新たな売り先を獲得し、価格競争力を向上させる。 

○環境・生態系の保全と漁場の管理 
① 明石市、淡路市と地元8カ漁協が連携して大型魚礁を２基、鹿之瀬海

域に設置する。 
② 水産多面的機能発揮対策事業などの公的支援制度の活用により浅場

環境の保全を図る。 
③ 漁協及び漁業者は、将来的な漁獲量の増大を目的として、市と協力

してマコガレイ、ヒラメ、マダイ、キジハタ、メバル等の種苗放流

の種苗放流、産卵用タコツボの放流、子持ちダコの再放流を行う。 
⑥ 海底に落ちている疑似餌などのプラスチックを含むゴミを積極的に

回収し、海底の環境保全に努めるとともに、これらを削減できる施

策を実施する。 
 

漁業コスト削減

のための取組 

○漁業経営の基盤強化 
 漁協は、新規就業者等に対し、漁業経営セーフティーネット構築事

業の加入を推進する。 
 漁業者は、燃油消費量を減らすための活動として、漁船の燃費向上

のための船底清掃、減速航行に継続的に取り組む。また、漁協は漁

業者の機関換装時に省エネ機器の導入を推進する。 
 漁協は定期的に顧問税理士による経営相談を行い、経費支出の分析

による安定経営に向けての指導・助言を行う。 

漁村の活性化の

ための取組 

〇後継者の育成 
 漁協及び漁業者は、漁業就業フェアー等を利用し、希望者を募ると

ともに、経営体育成総合支援事業を活用し新規就業者の確保を図

る。 

〇水産業を知ってもらう 
地元小学校への漁業の出前授業や、海苔の加工場見学等を実施する。 



活用する支援措

置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業、漁業経営セーフティーネット構築

事業、水産多面的機能発揮対策事業、経営体育成総合支援事業、水産業競

争力強化漁船導入緊急支援事業 
 

（５）関係機関との連携 

 

特になし 

 

（６）取組の評価・分析の方法・実施体制 

 浜プランの取組の実施状況及び効果を評価・分析するため、東二見部会では、毎年（3月

頃）開催する会員会議において、東二見部会の事務局が策定した浜プラン評価案を審議・決

定し、次年度の取組の改善等につなげる。 

 

４ 目標 

（１）所得目標 

漁業者の所得の向上10％以

上 

基準年  

  

  

目標年  
  

  

（２）上記の算出方法及びその妥当性 

 

 

（３）所得目標以外の成果目標 

近年激減したマダコの水揚

量を令和４年対比で１０％

向上させる。 

基準年 令和４年度： 51.7 （t） 

目標年 令和１０年度： 56.9 （t） 

 

新規就業者を年間1名以上

加入する 

基準年 令和４年度： 0 （人） 

目標年 

令和６年度～令

和１０年度累

計： 

5 （人） 

 

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

マダコの資源については、令和３年の実績が３０トンとなり、前年対比で１３％にまで激減

している。翌年の令和４年も５２トンにとどまっているため、令和４年を基準年度とし、そ

の資源回復を目標とした。タコの資源回復に向けては、毎年、産卵用たこつぼの放流や子持

ちダコの放流、明石市内の組合所属遊漁船業者による操業制限などの取組を行っており、目



標とするに妥当だと思料します。 
 
新規就業者を年間１名以上加入することについては、過去５年間で、新規就業者の加入が令

和１年、令和２年にそれぞれ１名のみで、合計２名の加入にとどまっていること。また、組

合内で近年新規就業に関心が高いことから、主に員外従事者に対して漁協加入を促進し、毎

年度１人の新規就業者の増員（累計５名）を図る。 

 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

水産業競争力強

化緊急施設整備

事業（国） 

内容：競争力強化のために必要となる共同利用施設の整備等を支援す

る。 

→プランにおいて、ノリ種網冷蔵庫を導入し生産枚数の増加を図ること

としている。 

 

競争力強化型機器

等導入緊急対策事

業（国） 

内容：持続可能な収益性の高い操業体制を確立するため、被代替機と比

較し、生産性の向上や省力・省コスト化に資する漁業用機器等の導入を

行う漁業者に支援する。 

→プランにおいて、省エネ機関の導入を推進することとしている。 

漁業経営セーフ

ティーネット構

築事業（国） 

内容：漁業者と国の拠出により、燃油価格などが高騰したときに補填金

を交付する。 

→プランにおいて、漁業経営セーフティーネット構築事業の加入を推進す

ることとしている。 

 

水産多面的機能

発揮対策事業

（国） 

内容：漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機能の発揮に資する活動に対し支

援する。 

→プランにおいて、浅場環境の保全を図ることとしている。 

 

経営体育成総合

支援事業（国） 

内容：意欲ある若者が漁業に新規参入し、継続して漁業に携わるための

環境を整えるとともにこれからの漁業を担う人材を確保・育成する。 

→プランにおいて、意欲ある漁業者の育成と新規就業者の確保を図ること

としている。 

水産業競争力強

化型漁船導入緊

急支援事業

（国） 

内容：中核的漁業者の収益向上に必要となる漁船をリース事業者が取得

し、当該漁業者にリースする取組を支援する。 

→プランにおいて、漁船の導入により鮮度保持、操業の効率化を図るこ

ととしている。 

 

 


